




















































































































研究では Allen & Cohen（1969）の“gatekeeper”
論のようにイノベーション・プロセスにおける
組織外とのつながりや情報の重要性が指摘され





























の考え方で知られる C. Christensen は、学会




































































の多くは 1970 年代末から 90 年代末にかけて、





























































技術者が国外から集まった。第 2 に、VC の登





























主張されてきた 15。しかし米国の HDD 産業で
は確かに同様の傾向が観察されたものの、日本
では既存企業が市場地位を維持し、新興企業が
こ れ に 代 わ る こ と が な か っ た。national 
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年 6 月から 2016 年 3 月で、オンライン・リソー
スにも時期に偏りがあるものの、同期間にアク











































確立し、1980 年代から 1990 年代にかけての主
用途カムコーダの事業化とともに世界的なプレ
ゼンスを獲得していたことを確認しよう。同様














的なものは、1963 年に Honeywell で開発され
たフォトスキャナ（photo-scanner）、1964 年に
IBM で開発されたスキャニスタ（scanistor）、







1960 年代末に NEC や日立製作所で半導体メモ
リと同じ製造プロセスが使える MOS 型イメー
ジセンサの研究開発が始まり、1972 年には 100











































































る 29。NEC でも、1978 年に植之原道行取締役
研究所長（当時）をプロジェクト・リーダーと
する単板 CCD カラーカメラの開発プロジェク








ら 5 年後の 1983 年までの間に国内で 147 万台
から 1800 万台へと生産を急増させていくとと





て多くの企業で予期されていた．撮像管は，1920 年代後半に米独で電子式の解像管（ image 
dissector）として発表されて以来，テレビ放送の開始と普及にともなって，アイコノスコ
ープ，イメージ型のイメージオルシリコン，光導電型のビジコン，ブランビコンと，感度
の向上や小型・軽量化の点で技術進歩が重ねられていた 27．さらに CCD が登場する 1970
年代には，カルニコン（1971 年，東芝），サチコン（1972 年，NHK・日立），ニュービコ
ン（1974 年，松下電器）など様々な高性能撮像管が日本の電機メーカーによって独自に開
発され，撮像管の生産技術 生産数量の点で市場を主導するようになっていた．  
 
図表 1．家庭用ビデオ装置（VTR）とカムコーダの国内生産台数推移  
  
出所）主に以下を参考に作成．通商産業省  (各年 )  機械統計年報 ,  通商産業調査会 .  通商産業省編  (各







オ装置を開発した中央研究所第 2 開発部において，「全ての寸法がベータマックスの 1/2
になる VTR（ビデオ装置）をつくる」ことを目標に 8 ミリビデオ装置の開発が開始され，
この 8 ミリビデオを使ったビデオカメラの小型化のために CCD 採用による固体化が強く























































ら 120 万台へと量産規模を 10 倍に拡大させて
いった。














メラへの CCD 搭載は 1980 年代初頭の時点で
は依然、危ういものであった。たとえば、1980
年にソニーが航空旅客会社に販売した 50 個余
りの CCD は、3 千個以上製造してようやく 1 個、
販売できる水準のものが得られるという割合で















撮像管を CCD へ代替せしめ、CCD の主用途と
して市場を開いていった 32。
ジェクト・リーダーとする単板 CCD カラーカメラの開発プロジェクトチームが発足して
おり，翌 1979 年には 1980 年代初頭の発売を目標として，20 万画素の単板 CCD カラー・
カムコーダが発表されている．撮像管を１本使う単管カラー・ビデオカメラが，一足早く
1978 年に各社からの発売が開始され，ビデオカメラ市場は家庭用ビデオ・システム市場の
一部として立ち上がっていく。図表 1 に示されるように，家庭用ビデオ装置が 1978 年か
ら 5 年後の 1983 年までの間に国内で 147 万台から 1800 万台へと生産を急増させていく
とともに，ビデオカメラもこの 5 年間に 12 万台から 120 万台へと量産規模を 10 倍に拡大
させていった．  
 
図表 2．撮像管，エリア CCD，カムコーダの国内出荷数量の推移  
  
出所）主に以下を参考に作成．通商産業省  (各年 )  機械統計年報 ,  通商産業調査会 .  通商産業省編  (各
年 )  電子工業年鑑 ,  電波新聞社 .  工業市場研究所  (1987) イメージセンサに関する調査 ,  工業市場研
究所 .  日本経済新聞社 ,  日経ニュース・テレコン ,  1996 年 7 月 15 日 .  単位は万台，横軸は西暦 19xx
年。カムコーダの出荷数量にはカメラ機構と録画機構が分離した従来型ビデオカメラを含む。  
 
CCD を中心とするイメージセンサは 1970 年代初頭から日本の電機メーカーによって活






ので，家庭用ビデオカメラへの CCD 搭載は 1980 年代初頭の時点では依然，危ういもので






































ラ「マビカ」や、1990 年代初め DSC として事




なった製品カシオ QV-10 や Apple QuickTake 














データによれば、DSC 市場は金額では 2008 年































80 115 0 62
81 176 0 90
82 155 0 89
83 178 0 120
84 192 15 157
85 260 100 257
86 191 350 326
87 94 500 461
88 102 750 668
89 64 800 693
90 64 1,000 880
出所）通商産業省『機械統計年報』，電波新聞社『電子工業年鑑』，日本経済新聞社『日経ニュース・テレコン』，『日経産業新聞』，工業市場研究所(1987)『イメージセンサに関する調査』などの公表資料を参考に筆者
1999年の世界CCD市場シェア（数量） 2014年の世界CMOSイメージセンサ市場シェア（数量）






## 39.3% 30.7% 9.6% 3.6% 7.9% 8.9% 2800 富士キメラ総研『有望電子部品材料調査 2014 21.6% 20.6% 18.4% 14.9% 9.7% 5.6% 2.2% 1.9% 1.6%
東芝は2000年にCCDから撤退，CMOSイメージセンサにフォーカス
1990年代後半DSC市場の立ち上がり，2000年まで6年間でカムコーダと並ぶ市場規模になった。金額では2008年の2.2兆円弱，数量では2010年の1.2億台まで市場が拡大し，これ以降カメラ一体型携帯電話（以























1999 3,388 509 3,588 2,279
2000 3,172 1,034 3,020 4,380
2001 2,760 1,476 2,399 5,454
2002 2,366 2,454 2,000 7,977
2003 1,630 4,341 1,181 12,250
2004 1,006 5,976 540 15,460
2005 538 6,476 247 15,586
2006 164 7,897 88 17,744
























































































1.6% 1.5% 0.3% 0.3%1.4%
GalaxyCore OmniVision Sony Samsung
SKHynix On Semi Superpix STMicro






































Film Camera Units Digital Camera Units Film Camera Revenue Digital Camera Revenue
図表 3．フイルムカメラ及びDSCの世界出荷数及び金額推移
出所）カメラ映像機器工業会（以下、CIPA：Camera & Imaging Products Association）集計データ
を参考に作成。出荷数単位は万台、出荷金額単位は億円。横軸は西暦年。同集計は 2015 年 12

















月 25日に世界で初めて cordless videophone（PHS
方式のカメラ付携帯電話）の試作機を開発した
として、記者発表している 34。報道によれば、
同試作品は翌 10 月に Geneva で開催された展
示会 Telecom 95 に出展され、これ以降 1998 年
2 月 Hannover の CeBIT '98 で Siemens が試作機







VP-210（PHS）が 1999 年 9 月に DDI ポケット





1990 年代末に Motorola から世界市場シェア首
位の座を奪った Nokia が、2002 年 1 月にカメ
ラフォン Nokia 7650 を発売し、米国でも 2002
年 11 月の Sanyo SCP-5300 発売を皮切りに徐々
にカメラフォンの導入が進んだ 36。米調査会社
IDC（International Data Corporation）によれば、




































































































































































































































































































出荷数推移を並べてある。2014 年に 16 億台を
出荷したカメラフォンは、2010 年のピーク時





年末からは、1 台の携帯電話に 2 つのカメラを
搭載するカメラフォンが導入され始めている。
カメラの数はそのまま、搭載されるイメージセ
ンサの数である 37。この結果、図表 5 に示され




強に過ぎなかったのが、2006 年には 60% 弱に、
















DSC で CMOS イメージセンサへの移行が早く
進んだものの、コンパクト DSC や監視カメラ、
ラの数はそのまま，搭載されるイメージセンサの数である 37。この結果，図表 5 に示され
るように，2014 年 12 月には年間 27 億個を超えるイメージセンサの出荷が見込まれてい
る。携帯電話のカメラ装備率，すなわち携帯電話に占めるカ ラフォンの割合は， 2002
年に 4%強に過ぎなかったのが，2006 年には 60%弱に，2013 年には 90%を超えている。  
 
図表 5．カメラフォン向けイメージセンサ出荷数量および携帯電話のカメラ装備率，イメ
ージセンサ内 CMOS 型比率推移  
 
出所）各種刊行資料掲載の Techno System Research 集計データを参考に作成。2005 年と 2014 年の値




れるように，カメラフォンではイメージセンサとして，2000 年代後半まで DSC で主流で
あった CCD よりも，CMOS イメージセンサが多く使われ，2007 年にカメラフォン向けイ
メージセンサの 99.5％を占めるようになっている。さらにカメラフォンは数量ベースでイ
メージセンサ全用途の 7 割を占める主用途であったため，図表 6 にみられるように，イメ
ージセンサ市場全体における CMOS 利用の比率を早期に高まるのに寄与している。カメラ
フォンの他は，パソコン類とゲーム機器搭載・接続カメラ・一眼レフ DSC で CMOS イメ
ージセンサへの移行が早く進んだものの，コンパクト DSC や監視カメラ，車載カメラと
いったほかの主用途での移行が大きく進んだのはおおむね 2007 年以降と比較的近年であ
った。ただし 2014 年に出荷された 38 億個強のイメージセンサの 99%，金額ベースで 97%
が CMOS 型になっている。1998 年に CMOS 型は数量で 15%であり，CCD からの置き換
えが進んだのは 2000 年代に入ってからである。2000 年代前半に，CCD-CMOS 比率が逆
転しているのは，カメラフォンに CCD も搭載された時期があったことを反映している。  
 

































Cameraphone IS CMOS ratio (%)
Camera installation rate (%)
図表 5．カメラフォン向けイメージセンサ出荷数量および携帯電話のカメラ装備率、
イメージセンサ内CMOS型比率推移





近年であった。ただし 2014 年に出荷された 38
億個強のイメージセンサの 99%、金額ベース
で 97% が CMOS 型になっている。1998 年に
















いる。図表 7 には、CMOS イメージセンサへ
の交代前夜 1999 年の世界 CCD 市場シェア（数








ている。その他の 9％には、自社 DSC 向けに
CCD を製造する富士フイルムマイクロデバイ

























メージセンサへの交代前夜 1999 年の世界 CCD 市場シェア（数量）と，直近 2014 年の 2014
年の世界 CMOS イメージセンサ市場シェア（数量）が描かれている。金額シェアで描けば
様相はまた異なるものの，ここではその大きな変化を見ておきたい。調査会社の富士キメ
ラ総研によれば，1999 年の世界 CCD 市場は数量ベースでソニーと松下電子工業が 2 社合
計で 7 割を占めており，これにシャープ，東芝，三洋電機が続いており，合計 91%になっ
ている。その他の 9％には，自社 DSC 向けに CCD を製造する富士フイルムマイクロデバ
イスのほか，少量の CCD を生産していた Samsung 電子や，Kodak，Koninklijke Philips
（以下，Philips），TI，IBM，Dalsa，Lockheed Martin 傘下の Fairchild などが含まれて
いると思われる。Kodak のように航空宇宙用や科学用ハイエンド CCD を開発製造してい
た企業の市場シェアは数量ベースでは過少に見積もられるが，市場の多くを日本企業が占














































IS total CMOS ratio(%) CCD ratio(%)
図表 6．イメージセンサの世界出荷個数推移
出所）各種刊行資料掲載の Techno System Research 集計データを参考に作成。出荷数量の単位は
百万個。横軸は西暦年。
38　　オープン・イノベーション・ワールド探訪―概念の検討と画像半導体産業の揺籃期
























を 42% まで急伸させてトップである 38。日本
企業はソニーを筆頭に合わせて 35% 程とプレ
ゼンスは以前ほどでない。2002 年の世界 DSC




Kodak と HP が退出、Samsung 電子が 4 位まで
シェアを伸ばす一方、キヤノンとニコンが寡占





が全く異なる。2014 年に同市場で 2% 以上の
シェアをもつ日本企業はソニーだけである。











1999 年の世界カムコーダ市場シェアと，2002 年の世界 DSC 市場シェアを描いた。ともに
数量ベースで，日本経済新聞社の集計による。また，イメージセンサの顧客の状況がカム
コーダや DSC とはまるで異なること 見ておくために， 2014 年の世界携帯電話市場シェ
アを並べた。カムコーダでは，ソニーとパナソニック，JVC の 3 社で 86%と市場の大半を
占めており，シャープとキヤノンを合わせれば 98.7％になる。同市場ではその後シャープ
が撤退し，近年はアクションカメラ・セグメントを創造したとされる Woodman Labs（ブ
ランド名 GoPro）がシェアを 42%まで急伸させてトップである 38。日本企業はソニーを筆
頭に合わせて 35%程とプレゼンスは以前ほどでない。2002 年の世界 DSC 市場では，Kodak
や Hewlett-Packard（以下 HP）も一定のシェアを有しているが，ソニー，キヤノン，富
士フイルム，オリンパス，ニコンの 5 社で 82%を占めていた。同市場ではその後 Kodak
と HP が退出，Samsung 電子が 4 位までシェアを伸ばす一方，キヤノンとニコンが寡占度
を高めて 2014 年は合計 54%，ソニー・富士フイルム・パナソニック・オリンパス・カシ
オ・ペンタックスと合わせて 88%弱と日本企業の市場プレゼンスは高い 39。これに対して，






図表 7．CCD と CMOS イメージセンサの世界出荷数シェア（順に 1999 年・2014 年）  
  
（ 1999 年の CCD 世界市場シェア・数量出荷） （ 2014 年の CMOS イメージセンサ世界市場シェア・
数量出荷）  
出所）主に次を参考に作成。富士キメラ総研  (各年 )  有望電子部品材料調査総覧 .  G-smatt Global 投資
















1.9% 1.6% 1.5% 0.3% 0.3% 1.4%
GalaxyCore OmniVision Sony
Samsung SKHynix On Semi
Superpix STMicro Toshiba
PixelPlus G-smatt Global Novatek
Others
図表 7．CCDと CMOSイメージセンサの世界出荷数シェア（順に 1999 年・2014 年）
（1999 年の CCD 世界市場シェア・数量出荷）　　　（2014 年の CMOS イメージセンサ世界市場シェア・数量出荷）
出所）主に次を参考に作成。富士キメラ総研（各年）有望電子部品材料調査総覧。G-smatt Global

















PlayStation 2・PlayStation 3 の USB カ メ ラ に
OmniVision の、Samsung 電子も携帯電話で自
社以外にソニーや G-smatt Global（旧 SETi）、
 
図表 8．カムコーダと DSC，携帯電話の世界出荷数シェア（順に 1999 年・2002 年・2014
年）  
  
（ 1999 年のカムコーダ世界市場シェア・出荷数量） （ 2002 年の DSC 世界市場シェア・出荷数量）  
 
（ 2014 年の携帯電話機世界市場シェア・出荷数量）  
出所）カムコーダと DSC は日本経済新聞社集計（日経産業新聞 2001 年 7 月 13 日；2004 年 7 月 26 日），
























Sony Canon Fuji Film






















図表 8．カムコーダとDSC、携帯電話の世界出荷数シェア（順に 1999 年・2002 年・2014 年）
出所）カムコーダと DSC は日本経済新聞社集計（日経産業新聞 2001 年 7 月 13 日；2004 年 7 月
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